
平成28年度までに認定を受けた方の接続の同意を証する書類　※新認定制度への移行手続にあたり必要となるもの平成28年度までに認定を受けた方の接続の同意を証する書類　※新認定制度への移行手続にあたり必要となるもの平成28年度までに認定を受けた方の接続の同意を証する書類　※新認定制度への移行手続にあたり必要となるもの平成28年度までに認定を受けた方の接続の同意を証する書類　※新認定制度への移行手続にあたり必要となるもの
旧一般電気事業者による買取旧一般電気事業者による買取旧一般電気事業者による買取旧一般電気事業者による買取

接続の同意を証する書類の名称（下線太字で記載されているもの）

工事費負担金の額を契約書類に記載している場合 工事費負担金の額を契約書類に記載していない場合

低圧

【平成29年3月31日までの接続同意分】
＜平成27年1月25日までの接続契約分＞
※当社窓口までお問い合わせください。

＜平成27年1月26日以降の接続契約分＞
①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内
※1 ①をもって接続同意
※2 ①の「３．系統連系に係る契約の成立について」に記載の成立日が接続同
意日
※3 接続契約日＝接続同意日

【平成29年4月1日以降の接続同意分】
①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内
※1 ①をもって接続同意
※2 ①の「３．系統連系に係る契約の成立について」に記載の成立日が接続同
意日
※3 接続契約日＝接続同意日

－

【平成29年3月31日以前の接続同意分】
＜平成27年1月25日までの接続契約分＞
※当社窓口までお問い合わせください。

＜平成27年1月26日以降の接続契約分＞
「工事費負担金の額を契約書類に記載している場合」の書類と同じ（当該書類
に工事費負担金がない旨を記載している）

【平成29年4月1日以降の接続同意分】
「工事費負担金の額を契約書類に記載している場合」の書類と同じ（当該書類
に工事費負担金がない旨を記載している）

・太陽光発電設備との系統連系および電力受給に関する契約確認について
・当社電力系統への発電設備の連系承認について
・請求書
・契約（低圧連系）申込み受領書
・契約（連系）申込み受付完了のお知らせ

高圧

【平成29年3月31日までの接続同意分】
＜平成27年1月25日までの接続契約分＞
※当社窓口までお問い合わせください。

＜平成27年1月26日以降の接続契約分＞
①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内
※1 ①をもって接続同意
※2 ①の「３．系統連系に係る契約の成立について」に記載の成立日が接続同
意日
※3 接続契約日＝接続同意日

【平成29年4月1日以降の接続同意分】
①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内
※1 ①をもって接続同意
※2 ①の「３．系統連系に係る契約の成立について」に記載の成立日が接続同
意日
※3 接続契約日＝接続同意日

－

【平成29年3月31日以前の接続同意分】
＜平成27年1月25日までの接続契約分＞
※当社窓口までお問い合わせください。

＜平成27年1月26日以降の接続契約分＞
「工事費負担金の額を契約書類に記載している場合」の書類と同じ（当該書類
に工事費負担金がない旨を記載している）

【平成29年4月1日以降の接続同意分】
「工事費負担金の額を契約書類に記載している場合」の書類と同じ（当該書類
に工事費負担金がない旨を記載している）

・当社電力系統への発電設備の連系承認について
・請求書
・契約（連系）申込み受領書

特別高圧

【平成29年3月31日までの接続同意分】
＜平成27年1月25日までの接続契約分＞
※当社窓口までお問い合わせください。

＜平成27年1月26日以降の接続契約分＞
①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内①系統連系に係る契約締結のご案内
※1 ①をもって接続同意
※2 ①の「３．系統連系に係る契約の成立について」に記載の成立日が接続同
意日
※3 接続契約日＝接続同意日

【平成29年4月1日以降の接続同意分】
①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内①系統連系に係る契約のご案内
※1 ①をもって接続同意
※2 ①の「３．系統連系に係る契約の成立について」に記載の成立日が接続同
意日
※3 接続契約日＝接続同意日

－

【平成29年3月31日以前の接続同意分】
＜平成27年1月25日までの接続契約分＞
※当社窓口までお問い合わせください。

＜平成27年1月26日以降の接続契約分＞
「工事費負担金の額を契約書類に記載している場合」の書類と同じ（当該書類
に工事費負担金がない旨を記載している）

【平成29年4月1日以降の接続同意分】
「工事費負担金の額を契約書類に記載している場合」の書類と同じ（当該書類
に工事費負担金がない旨を記載している）

・当社電力系統への発電設備の連系承認について
・請求書
・契約（連系）申込み受領書

※契約内容の変更があった場合は上記一覧表に記載の書類と異なる場合があります。

工事費負担金がある（１円以上）場合
工事費負担金がない（０円）場合

接続の同意を証する書類と誤認されやすい書類の名称



１．当該発電設備の系統連系可否

２．工事の概要、工事費負担金

(１)当該発電設備の設置に係る工事の内容は、以下のとおり。

①工事概要：

②工　　期：

・
（消費税相当額　

 
なお、内訳については、別紙「負担金工事内訳」を参照のこと。

・支払期日：

３．系統連系に係る契約の成立について

≪四電　太郎 様のお申込み≫
受付日 平成　年　月　日

XXXXXXXXXX
設備認定ID

以　上

発行日： 平成  年  月  日

様

四国電力株式会社　

○○支店　○○○○○長

○○　○○

系統連系に係る契約締結のご案内

　お客さまから 平成　年　月　日 付「太陽光発電の設置に伴う系統連系および電力受給契約申込書」によ
りお申込みいただきました発電設備（認定発電設備ＩＤ： XXXXXXXXXX 。以下、「当該発電設備」といいま
す。）の系統連系に係る契約の締結について、下記のとおりご案内申し上げます。

記

　「太陽光発電設備の系統連系および電力受給に関する契約要綱[低圧受給]」（以下、「契約要綱」とい
う。）にもとづき、「電気設備の技術基準の解釈」および「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドラ
イン」と照合した結果、適合していると認められることから、これを承認する。

○○○○等の工事

約○○ヶ月

(２)契約要綱に基づき算定した工事費負担金は、以下のとおり。

\00,000
\000 － を含む）

(３)お客さまは、(２)の工事費負担金を以下の支払期日までに支払うものとし、当社は、その全額を
　　受領した後、(１)の工事に着手する。

平成　年　月　日

　ただし、10kW未満の設備で平成27年1月25日までに当社が申込みを受付けしたお客さま、もしくは、
10kW以上の設備で平成26年12月2日までに当社が申込みを受付けしたお客さまにつきましては、
(３),(４),(５)および(６)の規定は適用いたしません。
　また、10kW未満の設備で平成27年1月26日から平成27年3月31日までの間に当社が申込みを受付けたお客
さまにつきましては、(５)および(６)の規定は適用されません。

 ※「A」からはじまる場合：10kW以上
 ※「S」または「T」からはじまる場合：10kW未満

　当社は、当該発電設備に係る特段の変更がない限り、当社の送電系統への連系を認め、お客さまとの系統
連系に係る契約は、 平成　年　月　日 を以って成立いたしました。
　なお、以下のいずれかに該当する場合、本契約を解除するとともに、これに係る申込みについても撤回さ
れたものといたします。
(１) 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法(以下「再エネ特措法」とい

う。)第６条に基づき経済産業大臣から受けた設備認定の効力が失われた場合
当社が再エネ特措法施行規則第４条または第６条に定める「正当な理由」のいずれかに該当すると判
断した場合
お客さまが、２．工事費負担金(３)に定める支払期日までに工事費負担金を支払わない場合
受給開始希望日を経過してもなお、お客さまが電気の供給を開始しない場合
（ただし、特段の理由があると当社が認めた場合を除く）
当社が再エネ特措法施行規則第６条第１項第３号および第７号にもとづき出力抑制を行う場合、同号
で当該抑制による補償を求めないとされている出力抑制について、お客さまが補償を求めた場合
 (出力抑制の条件については、後日お送りする「受給開始日等のお知らせ」でご案内します。)
お客さまが、当社からの求めに応じ、当社が行う出力抑制を行うために必要な機器の設置、費用の負
担その他必要な措置を講じない場合

(２)

(３)
(４)

(５)

(６)



 

                               

平成  年  月  日 

 

            

 

四国電力株式会社 

部（所） 

部（所）長    

    

系統連系に系統連系に系統連系に系統連系に係る係る係る係る契約契約契約契約締結締結締結締結のご案内のご案内のご案内のご案内    

 

拝啓 ○○○○ますますご隆盛のこととお喜び申し上げます。 

 さて、平成  年  月  日付「発電設備の送電系統への連系及びアンシラリーサービス契約の申

込みについて」によりお申込みいただきました発電設備（認定発電設備ＩＤ：     。以下、「当

該発電設備」といいます。）の系統連系に係る契約について、下記のとおりご案内申し上げます。 

 

敬具 

記 

 

１．当該発電設備の系統連系可否 

  別添「当社送電系統への発電設備の連系承認について（高圧・特別高圧）」に記載の条件を満たし

ていただくことで、弊社の送電系統への連系を承諾する。 

 

２．工事の概要、工事費負担金 

（１）当該発電設備の設置に係る工事の概要は、以下のとおり。 

   ①工事概要：○○○○○等の工事 

   ②工  期：約○○ヶ月 

 

（２）工事費負担金は、以下のとおり。 

  ・￥○○○,○○○．―（消費税等相当額￥○，○○○．―を含む） 

   なお、内訳については、別紙「負担金工事内訳」を参照のこと。 

 

（３）貴社は、（２）の工事費負担金を以下の支払期日までに支払うものとし、弊社は、その全額を受

領した後、（１）の工事に着手する。 

   ・支払期日：平成○○年○○月○○日 

 

３．系統連系に係る契約の成立について 

弊社は、当該発電設備に係る特段の変更がない限り、弊社の電力系統への連系を認め、貴社との系

統連系に係る契約は、平成  年  月  日を以って成立しました。 

なお、以下のいずれかに該当する場合、本契約を解除するとともに、これに係る申込みについても

撤回されたものといたします。 

  ・電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下「再エネ特措法」と

いう。）第６条に基づき経済産業大臣から受けた設備認定の効力が失われた場合 

・弊社が再エネ特措法施行規則第４条または第６条に定める「正当な理由」のいずれかに該当する

と判断した場合 

  ・貴社が、２．工事費負担金（３）に定める支払期日までに工事費負担金を支払わない場合 

  ・受給開始希望日を経過してもなお貴社が供給開始しない場合 

   （ただし、特段の理由があると弊社が認めた場合を除く） 

以 上 

                                        



１．当該発電設備の系統連系可否

・ ：
・ ：
・ ：
・ ：

２．工事の概要、工事費負担金

(１)当該発電設備の設置に係る工事の内容は、以下のとおり。

①工事概要：

②工　　期：

・
（消費税相当額　

 
なお、内訳については、別紙「負担金工事内訳」を参照のこと。

・支払期日：

３．系統連系に係る契約の成立について

以　上

発電設備設置場所
発 電 設 備 種 別
最 大 受 電 電 力

四電　太郎
香川県高松市丸の内2番5号
太陽光発電

　当社は、当該発電設備に係る特段の変更がない限り、当社の送電系統への連系を認め、お客さまとの系統
連系に係る契約は、 平成　　年　　月　　日 を以って成立いたしました。
　なお、以下のいずれかに該当する場合、本契約を解除するとともに、これに係る申込みについても撤回さ
れたものといたします。
(１) 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法(以下「再エネ特措法」とい

う。)第９条３項に基づき経済産業大臣から受けた認定の効力が失われた場合
当社が再エネ特措法施行規則第１４条に定める「正当な理由」のいずれかに該当すると判断した場合
本契約の成立後、相応の期間を経過してもなお認定（再エネ特措法第１０条第１項の変更認定および
同第２項の変更届出を含む）を取得しない場合
（ただし、特段の理由があると当社が認めた場合を除く）
お客さまが、２．工事費負担金(３)に定める支払期日までに工事費負担金を支払わない場合
受給開始希望日を経過してもなお、お客さまが電気の供給を開始しない場合
（ただし、特段の理由があると当社が認めた場合を除く）
当社が再エネ特措法施行規則第１４条第１項第１１号にもとづき出力抑制を行う場合、同号で当該抑
制による補償を求めないとされている出力抑制について、お客さまが補償を求めた場合
（再エネ特措法施行規則第１４条第１項第１１号に定める出力抑制について無補償で応じて頂きます。）
お客さまが、当社からの求めに応じ、当社が行う出力抑制を行うために必要な機器の設置、費用の負
担その他必要な措置を講じない場合

(２)
(３)

(４)
(５)

(６)

(７)

約○○ヶ月

(２)契約要綱に基づき算定した工事費負担金は、以下のとおり。

\　○○，○○○－ 
\ ○○○－　を含む）

(３)お客さまは、(２)の工事費負担金を以下の支払期日までに支払うものとし、当社は、その全額を
　　受領した後、(１)の工事に着手する。

平成  年 　月　 日

○○　○○

系統連系に係る契約のご案内

　お客さまから 平成　年　月　日 付「再生可能エネルギー発電設備の系統連系および電力受給契約申込書
[低圧 太陽光]」によりお申込みいただきました発電設備（以下、「当該発電設備」といいます。）の系統
連系に係る契約の締結について、下記のとおりご案内申し上げます。

記

　「再生可能エネルギー発電設備からの電力受給契約要綱」（以下、「契約要綱」という。）にもとづき、
「電気設備の技術基準の解釈」および「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」と照合した結
果、適合していると認められることから、これを承認する。

○○○○等の工事

10.000 ｋＷ

［お申込み内容］
発 電 者 名 義

発行日： 平成 　 年  　月 　 日

四電　太郎 様

四国電力株式会社　

○○支店　お客さまサービス部長



【対象：高圧・特高】                                     

平成  年  月  日 

 

            

四国電力株式会社 

部（所） 

部（所）長    

系統連系に係る契約系統連系に係る契約系統連系に係る契約系統連系に係る契約のご案内のご案内のご案内のご案内    

 

拝啓 ○○○○ますますご隆盛のこととお喜び申し上げます。 
 さて、平成  年  月  日付「再生可能エネルギー発電設備の系統連系および電力受給契約申込
書（高圧・特別高圧）」によりお申込みいただきました発電設備（以下、「当該発電設備」といいます。）
の系統連系に係る契約について、下記のとおりご案内申し上げます。 
 

敬具 
記 

 

１．当該発電設備の系統連系可否 

  別添「当社送電系統への発電設備の連系承認について（高圧・特別高圧）」に記載の条件を満たし
ていただくことで、当社の送電系統への連系を承諾する。 

   ・発 電 者 名 義  
   ・発電設備設置場所  
   ・発 電 設 備 種 別  
   ・最 大 受 電 電 力  
 

２．工事の概要、工事費負担金 

（１）当該発電設備の設置に係る工事の概要は、以下のとおり。 
   ①工事概要：○○○○○等の工事 
   ②工  期：約○○ヶ月 
 

（２）工事費負担金は、以下のとおり。 

  ・￥○○○,○○○．―（消費税等相当額￥○，○○○．―を含む） 
   なお、内訳については、別紙「負担金工事内訳」を参照のこと。 

 

（３）貴社は、（２）の工事費負担金を以下の支払期日までに支払うものとし、当社は、その全額を受
領した後、（１）の工事に着手する。 

   ・支払期日：平成○○年○○月○○日 
 

３．系統連系に係る契約の成立について 

当社は、当該発電設備に係る特段の変更がない限り、当社の送電系統への連系を認め、貴社との系
統連系に係る契約は、平成  年  月  日を以って成立しました。 

なお、以下のいずれかに該当する場合、本契約を解除するとともに、これに係る申込みについても
撤回されたものといたします。 

  ・電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下「再エネ特措法」と
いう。）第９条第３項に基づき経済産業大臣から受けた設備認定の効力が失われた場合 

・当社が再エネ特措法施行規則第１４条に定める「正当な理由」のいずれかに該当すると判断した
場合 

・本契約の成立後、相応の期間を経過してもなお認定（再エネ特措法第１０条第１項の変更認定お
よび同第２項の変更届出を含む）を取得しない場合 
（ただし、特段の理由があると当社が認めた場合を除く） 

  ・貴社が、２．工事費負担金（３）に定める支払期日までに工事費負担金を支払わない場合 
  ・受給開始希望日を経過してもなお貴社が供給開始しない場合 
   （ただし、特段の理由があると当社が認めた場合を除く） 

以 上 


